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　働く人が性別により差別されることなく、かつ、働く女性が母性を尊重
されつつ、その能力を十分に発揮できる雇用環境を整備することは、わが
国が将来にわたって経済社会の活力を維持していく上で、ますます重要な
課題となっています。

　このため、男女雇用機会均等法では、募集・採用、配置・昇進等の雇用
管理の各ステージにおける性別を理由とする差別の禁止や婚姻、妊娠・出
産等を理由とする不利益取扱いの禁止等が定められています。また、上司・
同僚からの職場におけるセクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関す
るハラスメント防止対策の措置を講じることが事業主に義務付けられてい
ます。

　厚生労働省では、男女雇用機会均等法の着実な履行確保を図るため、法
の周知や法違反の事実が認められる企業に対し是正指導等を行うとともに、
実質的な男女均等取扱いの実現を目指し、男女労働者の間に事実上生じて
いる格差を解消するための企業の自主的かつ積極的な取組を促進する施策
を展開します。

　各企業におかれましては、雇用管理のあらゆる面において、性別による
ことなく、個々人の意欲、能力、適性に基づく公正な取扱いを行うことは
もとより、ハラスメント防止対策等に取り組んでいただき、男女がともに
その能力を十分発揮することができる職場づくりに向けて一層の取組をお
願いします。

　なお、女性の活躍を一層進めるための女性活躍推進法に基づき常時雇用
する労働者数が 101 人以上の企業については、一般事業主行動計画の策定
や届出等が義務付けられているとともに、100 人以下の企業では努力義務
となっています。また、301 人以上の企業については、令和４年７月８日
から、男女の賃金の差異が情報公表の必須項目となりました。

　男女労働者の均等取扱いの確保とともに、更なる女性の活躍推進に向け、
女性活躍推進法に基づく取組を積極的に進めていただくようお願いします。


